
　実質付加価値の推計方法としてのダブルデフ

レーションは，詳細な産業連関統計と精確な価格

指数という完全情報が利用可能な理想的状況を前

提とする。新しい国際基準２００８ SNA（System of 

National Accounts）では，その代替案としてシン

グルデフレーションによる接近法が勧告されてい

る（１）。日本では前者，中国では主として後者で生

産側実質 GDP（Gross Domestic Product，国内総

生産）を求めている。

　本稿では，まず実質値を求めるアプローチとし

ての価格デフレーション法と数量外挿法との違

い，実質付加価値の推計方法に言及する。次に投

入産出のフレームワークでダブルデフレーション

法とシングルデフレーション法との関係について

筆者独自の考察を試み，その後，その考察した結

論を用いて，日本の１９６０ － ２０００年の４０年間を対

象とし，基準年固定価格表示の接続産業連関表に

基づく検証を行う。

１.  実質付加価値のアプローチ

（1）価格デフレーション法と数量外挿法

　価格，数量という２つの要素に分解できる価額

には，名目値と実質値がある。複数の時点を比較

する場合には，時価で評価される名目値では，そ

れは価格の変動によるものか，数量の変動による

ものかが分からないため，異なる時点の数量ベー

スの変動を見る場合には，不変価格表示の実質値

から見なければならない。不変価格表示値の推計

には，大きく価格デフレーション法と数量外挿法

がある。両アプローチに導かれる結果は理論的に

等しい。
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　これらのうち，一般的に価格デフレーション法

がよく使われる。当期価額があれば，それを適切

な価格指数を持ってデフレートする。この場合の

価格指数はパーシェ型価格指数になる。支出側

GDP デフレーターはそれにあたる。

　

不変価格表示値＝当期価額÷パーシェ型価格指数

 

　もう一つは，基準期価額に直接に数量指数をか

けるという外挿法である。この場合の数量指数は

ラスパイレス型数量指数になる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

不変価格表示値＝基準期価額×ラスパイレス型数量指数

 

　（2）実質付加価値のアプローチ

　各産業産出の価格と数量を大文字，その生産に

かかる中間投入の価格と数量を小文字で表すと，

実質付加価値は，次式のように不変価格表示の産

出額から不変価格表示の中間投入額を引いた差額

として定義される。

　付加価値を実質化するアプローチとして，産出

と中間投入の両方の不変価格表示値を推計する上

でその差額を求めるダブルインディケーターと，

不変価格表示付加価値の近似値として求めるシン

グルインディケーターがある。ダブルインディ

ケーターには，さらに，産出と中間投入の両方を

デフレートすることで実質値を求めるという「ダ

ブルデフレーション法」，産出と中間投入をそれ

ぞれ数量指数によって実質化する「ダブル数量外

挿法」，あるいは，産出と中間投入の一方が数量

外挿，他方がデフレーションという「ミックス法」

がある。また，シングルインディケーターには，

名目付加価値を直接価格指数でデフレートする

「シングルデフレーション法」と，基準期付加価

値からそのまま数量指数で延長推計する「シング

ル外挿法」がある。

　生産側と支出側の実質GDP二面等価の意味で，

ダブルデフレーション法が理論的に優れていると

される。日本では，１９７８年の「新 SNA」移行時

にダ ブ ル デフレーション を 全面的に採用し て き

 た（２）。しかし，精緻な価格指数や中間消費などの

統計が必ずしも存在するとは限らない多くの国々

にとっては，シングルインディケーターが有用な

代替案になる。中国の実質付加価値の推計には，

その基礎統計の現状を踏まえ，シングルデフレー

ション法を中心に，一部は数量指数を使った外挿

法を採用している（３）。

２. ダブルデフレーション法とシングルデ
　　 フレーション法の関係
　
　経済学の研究成果の集大成ともいえる ２００８ SNA

では，各推計法に一長一短があり，「シングルイ

ンディケーター法（バイアスをもつ結果をもたら

す可能性がある）が採用されるべきか，あるいは

ダブル－デフレーション法（不安定な結果をもた

らす可能性がある）が採用されるべきかという選

択は，判断に基づくものでなければならない。す

べての産業について同じ方法を採用する必要がな

い（２００８SNA，１５.１３４段）」とそれらが並列に提

示されている。

　しかし，そこでは，シングルデフレーション法

を含めたシングルインディケーター法には「バイ

アスをもつ結果をもたらす可能性がある」という

指摘に止まり，そのバイアスの方向が示されてい

ない。

　ここでは，シングルデフレーション法から求め

る各産業の不変価格表示付加価値の集計値である

GDP は，どのような場合にダブルデフレーション

法（実質 GDP 二面等価を満たす）より過大評価

あるいは過小評価になるかを，投入産出のフレー

ムワークで考察を試みる。

　表１に示すように，各産業の産出額を X ，最終

需要を F ，付加価値を V ，産業間中間取引を小文

字 x と記し，各産業の産出デフレーターを D と記

す。また，ダブルデフレーション法から求める生

産側実質GDPをDRVA ， シングルデ フ レ ーション

法から求める生産側実質 GDP を SRVA と表す。
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　付加価値の数量測度としてダブルデフレーショ

ン法とは，デフレートされた産出額から，それぞ

れデフレートされた各産業からの中間投入の合計

を差し引くことである。したがって，ダブルデフ

レーション法から求める生産側実質 GDP は次式

となる。

A 産業実質付加価値  +  B 産業実質付加価値

　一方，産業連関統計や詳細な価格指数が利用で

きない場合に，生産側実質 GDP を推計する一つ

の代替案として，各産業の産出額デフレーターで

そのまま名目付加価値額をデフレートするという

シングルデフレーションによる接近法がある。シ

ングルデフレーション法による生産側実質 GDP

は次式になる。

　

　

　ここで「中間投入＋付加価値＝産出額」という

産業連関表の列バランスから，

　

　　

　「付加価値＝産出額－中間投入」となり，

　

　

　

　これを上のシングルデフレーション法の式に代

入すると，

　

　

　

　シングルデフレーション法から求める生産側実

質 GDP とダブルデフレーション法から求める生

産側実質 GDP との差は，次のようになる。

　

　

　

　

　

　したがって，自産業の生産物による中間投入分

は，シングルデフレーション法とダブルデフレー

ション法の結果に影響しない。他産業からの中間

投入分だけが，産業間における相対的価格変化の

影響を受けるため，シングルデフレーション法と

ダブルデフレーション法の乖離をもたらす。

　ここでは，A 産業は中間財性格産業，B 産業は

最終財性格産業としよう。すなわち，x１２ － x２１ ＞ ０

である。２つのケースが考えられる。

　ケース１

　D １＞ D ２ の場合は，SRVE ＜ DRVA

　すなわち，中間財性格産業の価格上昇が最終財

性格産業より大きい場合，シングルデフレーショ

ン法から求める実質 GDP はダブルデフレーショ

ン法から求める実質GDPに比べ過小評価になる。

　ケース２

　D １＜ D ２ の場合は，SRVE ＞ DRVA

　すなわち，最終財性格産業の価格上昇が中間財

性格産業より大きい場合，シングルデフレーショ

ン法から求める実質 GDP はダブルデフレーショ

ン法から求める実質GDPに比べ過大評価になる。
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表１．２部門産業連関表とデフレーター（記号の定義）

デフレーター産出額最終需要
中間需要

B 産業A 産業
D １X １F １x １2x １１A 産業

中間投入
D 2 X2 F2  x 22x 21B 産業

 V 2V １付加価値
 X 2X １産出額



３. 日本の固定価格表示接続産業連関表に
      よる検証

　日本では当期価格表示の産業連関表だけでな

く，豊富な価格指数を用いて基準年固定価格表示

の接続産業連関表が１９６０年から作成されてきた。

ここでは，総務庁等各省庁によって共同作成され

ている『昭和３５ － ４０ － ４５年接続産業連関表』，『昭

和４５ － ５０ － ５５年接続産業連関表』，『昭和５５ － ６０ －

 平成２年接続産業連関表』と『平成２ － ７ － １２年接

続産業連関表』を利用して，前節に考案した結論

を実際の統計データから検証を行う。１９６０ － ２０００

年の４０年間では経済成長に伴い，中間財性格産

業と最終財性格産業の価格は相対的にどのように

変化してきたか，それによって，シングルデフ

レーション法から求める実質 GDP はダブルデフ

レーション法から求める実質 GDP に比べ，過大

評価になるか，それとも過小評価になるかを考察

する（４）。

　その際，接続産業連関表の表章形式では，最新

時点を基準年とし，過去の比較年をインフレート

する固定価格表示値で示される形となっている

が，ここでは，GDP 統計の慣例にしたがい，過去

の時点を基準年とし，新しい比較年の固定価格表

示値をデフレートして求める形式をとる。

　また，前節に示したように，自産業による中間

需要分はシングルデフレーション法とダブルデフ

レーション法の実質GDPに影響を与えないので，

ここの中間財産業と最終財産業という性格の判別

には，自産業による中間需要分を除いた中間需要

率を用いる。

　

　（1）１９６０ － ７０年高度経済成長期による比較

　１９６０ － ７０年とは，平均４.１％という安定的な物

価上昇のもとで日本経済が平均年率８.６％という

驚異的な高度成長を遂げた時期である。表２に示

すように，「自産業を除く中間需要率」の平均は

４５％であり，この平均を上回る産業を中間財産業

（■で示し，とくに中間財産業の性格がより強い

産業を■■で示す）とすれば，第一次産業と第二

次産業のほとんどは中間財産業であり，第三次産

業の大半は最終財産業（●で示し，とくに最終財

産業の性格がより強い産業を●●で示す）である

ことがわかる。

　産業間における物価水準の相対変化を見ると，

平均４.１％の物価上昇率に対し，中間財産業のう

ち，わずかな例外（「２９対事業所サービス」，「２１

金融・保険」と「１農林水産業」）を除けば，平

均物価上昇率を大きく下回っている産業がほとん

どである。一方，最終財産業のうち，機械産業

（１２～１５）と繊維産業の価格が相対的に低下した

ことを除けば，全体として平均より大きく価格上

昇した産業が多い。

　したがって，同期間は，顕著に第３節に示した

ケース２（D １ ＜ D ２ ，SRVA ＞ DRVA ）に当ては

まる。すなわち，全体として，最終財産業の価格

上昇が中間財産業より大きく上回っているため，

シングルデフレーション法から求める年率換算の

平均実質 GDP 成長率１１.８％はダブルデフレー

ション法から求める実質成長率８.６％より非常に

過大評価になることが表２から読み取れる。

　

　（2）１９７０-８０年安定経済成長期による比較

　１９７０ － ８０年は，２度のオイルショックに遭遇し，

物価高騰の中で安定成長を実現した時期である。

表３に示すように，「自産業を除く中間需要率」

の平均は前の期間と大きな変化がなく４４.１％で，

中間財産業と最終財産業の分布も相似している。

相違点として，「１９水道・廃棄物処理」，「２３運輸」

や「２８その他の公共サービス」のような一部の第

三次産業が中間財産業の性格を強めているように

見受けられる。

　しかし，産業間における物価水準の相対変化は

高度経済成長期とまったく異なるパターンになっ

ている。年率平均８.２％という物価高騰のなか，

中間財産業である「７石油・石炭製品」は最も高

く，年率１６.４％で価格上昇し，その影響を直接受

ける「１８電力・ガス・熱供給」は二番目で１２.１％

価格上昇した。それらを除けば，中間財産業は

１９６０ － ７０年の期間と同様に相対的に価格低下する

産業が多い。最終財産業にも，機械産業や繊維製

品，食料品のように相対価格が低下する産業と，
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表２．付加価値のシングルデフレーションとダブルデフレーションの比較（1960 － 1970 年の場合）

シングルデフ
レーション
による実質
平均成長率

ダブルデフ
レーション
による実質
平均成長率

相対価格
低下産業

中間
財産業

相対価格
上昇産業

最終
財産業

産出デフ
レータ

（年率換算）

自産業を
除く中間
需要率

1.3－ 1.3■  ■▲106.774.801　農林水産業

8.18.4▼▼■  ■101.497.902　鉱業

6.65.5▲● ●104.519.903　食料品

9.34.3▼● ●103.019.104　繊維製品

13.110.8▼■  ■104.083.405　パルプ・紙・木製品

18.421.5▼▼▼■98.769.306　化学製品

15.313.4▼▼■  ■100.785.307　石油・石炭製品

14.814.4▼■  ■102.388.908　窯業・土石製品

16.618.0▼▼■  ■99.780.609　鉄鋼

12.18.1▼■  ■103.399.410　非鉄金属

19.618.3▼▼■  ■101.571.111　金属製品

17.618.6▼▼●101.223.112　一般機械

19.622.1▼▼●100.927.113　電気機械

17.916.4▼▼●101.522.514　輸送機械

15.515.0▼●103.226.715　精密機械

17.717.6▼▼■100.861.716　その他の製造工業製品

14.89.7▲● ●104.311.617　建設

10.53.3▼■  ■103.174.118　電力・ガス・熱供給

12.49.5▲ ▲107.940.219　水道・廃棄物処理

14.815.6▼103.141.120　商業

9.07.4■▲ ▲109.959.521　金融・保険

8.67.6▲ ▲●109.121.922　不動産

11.211.4▼103.944.523　運輸

13.413.4▼■  ■102.976.024　通信・放送

-0.2－ 0.2▲▲▲● ●111.20.025　公務

2.6－ 0.7▲▲▲● ●112.30.026　教育・研究

9.9－ 0.5▲● ●106.30.027　医療・保健・社会保障・介護

4.4－ 0.7▲ ▲●109.126.628　その他の公共サービス

13.88.8■  ■▲105.296.229　対事業所サービス

10.66.7▲ ▲● ●107.21.430　対個人サービス

21.524.2■  ■102.386.131　分類不明

11.88.6104.145.0平均（GDP）
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表３．付加価値のシングルデフレーションとダブルデフレーションの比較（1970 － 1980 年の場合）

シングルデフ
レーション
による実質
平均成長率

ダブルデフ
レーション
による実質
平均成長率

相対価格
低下産業

中間
財産業

相対価格
上昇産業

最終
財産業

産出デフ
レータ

（年率換算）

自産業を
除く中間
需要率

－ 1.8－ 2.1■  ■▲108.876.601　農林水産業

－ 0.60.6■  ■▲108.898.802　鉱業

3.65.1▼ ●107.520.003　食料品

2.53.2▼ ●105.923.504　繊維製品

1.42.3■  ■▲108.585.905　パルプ・紙・木製品

1.47.5▼■  ■107.773.806　化学製品

－ 6.52.1■  ■▲▲▲116.483.207　石油・石炭製品

1.41.9■  ■▲108.388.908　窯業・土石製品

3.16.2▼■  ■106.978.809　鉄鋼

3.41.4▼■  ■107.288.110　非鉄金属

3.44.5▼■  ■106.575.611　金属製品

4.56.3▼ ●105.326.512　一般機械

9.313.5▼▼ ●101.824.413　電気機械

6.08.0▼▼● ●104.814.714　輸送機械

10.413.6▼▼● ●103.116.715　精密機械

3.01.3■▲109.766.516　その他の製造工業製品

4.72.6▲● ●109.27.617　建設

1.24.1■  ■▲ ▲112.176.718　電力・ガス・熱供給

3.32.1■▲ ▲112.152.119　水道・廃棄物処理

4.95.4▼108.140.420　商業

4.14.4▼■107.674.721　金融・保険

8.18.3▼ ●107.821.522　不動産

1.21.6■▲109.448.723　運輸

6.87.1▼■  ■107.570.924　通信・放送

6.76.2▲● ●110.21.825　公務

4.84.5▲ ▲● ●111.32.526　教育・研究

9.06.1▼● ●108.00.827　医療・保健・社会保障・介護

9.06.3■▲ ▲111.845.028　その他の公共サービス

7.13.5■  ■▲109.991.229　対事業所サービス

2.80.9▲● ●110.84.330　対個人サービス

－ 13.3－ 27.0■  ■▲108.391.031　分類不明

4.14.2108.244.1平均（GDP）
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表４．付加価値のシングルデフレーションとダブルデフレーションの比較（1980 － 1990 年の場合）

シングルデフ
レーション
による実質
平均成長率

ダブルデフ
レーション
による実質
平均成長率

相対価格
低下産業

中間
財産業

相対価格
上昇産業

最終
財産業

産出デフ
レータ

（年率換算）

自産業を
除く中間
需要率

1.51.0▼▼■101.273.601　農林水産業

－ 1.4－ 0.6▼▼■  ■95.7100.002　鉱業

3.3－ 0.9▲ ▲ ●113.821.303　食料品

2.10.6▲ ▲● ●114.919.804　繊維製品

4.73.4▼▼■97.279.605　パルプ・紙・木製品

8.49.8▼▼▼■78.872.106　化学製品

9.48.0▼▼▼■57.874.907　石油・石炭製品

3.92.2▼■  ■107.789.408　窯業・土石製品

3.12.4▼▼▼■  ■81.588.409　鉄鋼

5.2－ 0.3▼▼▼■  ■82.987.910　非鉄金属

4.91.8■  ■▲ ▲117.488.311　金属製品

8.07.5▼● ●106.614.712　一般機械

12.615.4▼▼▼● ●77.917.913　電気機械

4.55.8▼▼● ●96.110.414　輸送機械

5.56.7▼▼● ●90.214.215　精密機械

6.04.8▼■104.068.216　その他の製造工業製品

4.84.3▲ ▲● ●116.97.317　建設

7.45.5▼▼■90.469.818　電力・ガス・熱供給

4.12.8■▲▲▲133.753.319　水道・廃棄物処理

2.72.3▲ ▲ ●124.834.620　商業

6.06.7▼■104.769.221　金融・保険

2.72.2▲▲▲ ●138.820.422　不動産

3.82.3■▲▲▲123.248.223　運輸

6.06.3▼▼■100.567.024　通信・放送

1.50.8▲▲▲● ●129.31.425　公務

4.44.2▲ ▲ ●118.533.026　教育・研究

4.90.3▼● ●108.20.027　医療・保健・社会保障・介護

0.2－ 0.4▲▲▲ ●124.125.328　その他の公共サービス

8.17.0■  ■▲ ▲120.188.029　対事業所サービス

4.83.7▲▲▲● ●131.23.530　対個人サービス

15.512.6■  ■▲ ▲115.083.831　分類不明

5.14.2108.338.8平均（GDP）
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表５．付加価値のシングルデフレーションとダブルデフレーションの比較（1990 － 2000 年の場合）

シングルデフ
レーション
による実質
平均成長率

ダブルデフ
レーション
による実質
平均成長率

相対価格
低下産業

中間
財産業

相対価格
上昇産業

最終
財産業

産出デフ
レータ

（年率換算）

自産業を
除く中間
需要率

－ 1.8－ 1.7▼▼■92.966.501　農林水産業

－ 5.0－ 4.2▼■  ■95.4100.002　鉱業

2.01.2▼ ●96.320.503　食料品

－  6.0－ 8.1▼ ●95.724.804　繊維製品

－ 1.7－ 3.1▼■  ■97.686.005　パルプ・紙・木製品

0.41.3▼▼▼■86.369.006　化学製品

2.72.1▼■96.668.607　石油・石炭製品

－ 1.7－ 2.7■  ■ ▲98.989.008　窯業・土石製品

－ 0.10.1▼▼▼■  ■70.985.409　鉄鋼

1.80.7▼▼▼■  ■76.881.610　非鉄金属

－ 1.5－ 3.1▼■  ■95.689.911　金属製品

－ 1.5－ 2.3▼● ●97.713.012　一般機械

3.05.1▼▼▼● ●72.714.613　電気機械

－ 0.3－ 1.6▼● ●96.912.714　輸送機械

－ 1.8－ 3.0▼● ●95.415.915　精密機械

－ 0.7－ 2.7■▲ ▲102.669.516　その他の製造工業製品

－ 1.6－ 2.4▲ ▲● ●104.111.417　建設

3.74.9▼▼▼■82.667.618　電力・ガス・熱供給

1.00.0■▲▲▲116.162.319　水道・廃棄物処理

2.02.0 ▲ ●98.134.420　商業

2.22.6▼▼▼■87.769.521　金融・保険

2.32.1▲▲▲● ●114.413.322　不動産

1.21.2■ ▲98.445.523　運輸

6.46.9▼▼■88.458.824　通信・放送

3.33.0▲ ▲● ●105.02.625　公務

1.71.3▲▲▲ ●110.934.326　教育・研究

5.64.8▲ ▲● ●105.10.027　医療・保健・社会保障・介護

－ 0.2－ 0.5▲▲▲ ●108.324.928　その他の公共サービス

3.42.9■▲ ▲106.174.829　対事業所サービス

0.2－ 0.9▲▲▲● ●113.04.630　対個人サービス

－ 6.6－ 7.3■  ■ ▲98.898.731　分類不明

1.61.198.036.8平均（GDP）



教育・研究，対個人サービスのように相対価格が

上昇する産業の両方がある。

　つまり，同期間は中間財産業内，あるいは最終

財産業内にそれぞれ相反する要素が働き，全体と

して中間財産業と最終財産業との相対価格変化に

おいて，１９６０ － ７０年の期間のように顕著な傾向が

見られない。相殺された結果として，シングルデ

フレーション法から求める GDP 成長率４.１％はダ

ブルデフレーション法から求める成長率４.２％と

非常に近い数値になった。

　

　（3）１９８０－９０年安定成長期による比較

　１９８０ － ９０年も引き続き高いインフレのもとで安

定成長が継続された。表４に示すように，「自産

業を除く中間需要率」の平均は３８.８％に下がった

が，中間財産業と最終財産業の分布はそれまでと

ほとんど同様である。　

　産業間における物価水準の相対変化を見ると，

平均８.３％のインフレ率に対し，中間財産業のう

ち，強い中間財の性格を持つ「２９対事業所サービ

ス」，「１１金属製品」を除けば，物価の平均上昇率

を大きく下回っている産業がほとんどである。一

方，最終財産業のうち，機械産業（１２～１５）の

価格が相対的に低下したことを除けば，全体とし

て平均より大きく価格上昇した産業が多い。

　したがって，同期間は，１９６０ － ７０年と同様，顕

著に第３節に示したケース２ （ D １ ＜ D ２  ， SRVA ＞
DRVA）に当てはまる。すなわち，全体として，最

終財産業の価格上昇が中間財産業のそれを大きく

上回っているため，シングルデフレーション法か

ら求める平均実質 GDP 成長率５.１％はダブルデフ

レーション法から求める実質成長率４.２％よりか

なり過大評価になることが表４から読み取れる。

　（４）１９９０ － ２０００年低成長期による比較

　最後に，バブルが崩壊し，物価水準の低下の中

で低成長となった１９９０ － ２０００年について見る。表

５に示すように，絶対的な物価水準は，１９８０年代

の物価高騰と逆に，－ ２％の物価の下落となった

が，産業間における物価水準の相対変化はこれま

での傾向と同様，むしろ，第一次産業と第二次産

業の相対価格の低下及び第三次産業の相対価格の

上昇が一層鮮明になった。つまり，中間財産業の

相対価格が全面的に低下し，最終財産業の相対価

格の大半が上昇した。

　したがって，同期間も顕著に第３節に示した

ケース２（D １＜ D ２ ，SRVA ＞ DRVA ）に当て

はまる。１％台の低成長であるが，やはりシング

ルデフレーション法から求める平均実質 GDP 成

長率１.６％はダブルデフレーション法から求める

成長率１.１％より過大評価になることが表５から

読み取れる。

４．おわりに

　付加価値の数量測度としてのダブルデフレー

ション法は，詳細な産業連関統計と精確な価格指

数という完全情報が利用可能な理想的状況が前提

となる。しかし，年次ベース，さらに四半期ベー

スでこれを整備することは現実には非常に困難な

場合が多い。SNA では，完全情報が利用できない

場合に，それを推計する一つの代替案として，各

産業の産出額デフレーターでそのまま名目付加価

値額をデフレートするというシングルデフレー

ション法による接近法が勧告されている。つま

り，あまり長くない期間において，各産業の中間

投入率または付加価値率に大きな変化がなく，付

加価値が受ける価格変動は当該産業産出額の価格

変動によって近似できることを仮定する。

　本稿は，投入産出のフレームワークで，産業を

中間財と最終財に区分する場合，産業間における

物価水準の相対変化が，シングルデフレーション

法による推計結果がダブルデフレーション法の推

計結果と比べてどの方向への乖離を生じるかにつ

いて考察し，シングルデフレーション法による推

計値は，中間財性格産業の価格上昇が大きい場合

に過小に，最終財性格産業の価格上昇が大きい場

合に過大になる傾向があるという結論を導いた。

　また，日本の１９６０ － ２０００年の４０年間を４つの

期間に分け，産業を中間財産業と最終財産業に区

分した。さらに，各産業における物価水準の相対

変化を考察し，その変化がダブルデフレーション
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法とシングルデフレーション法の推計結果にもた

らす影響を比較分析した。そこから主に以下の傾

向が読み取れる。

　まず，第一次産業と機械を除くほとんどの第二

次産業は中間財産業の性格が強い。また，企業向

けサービスを除けば，ほとんどの第三次産業は最

終財産業である。

　次に，産業間における物価水準の相対変化につ

いては，オイルショックが発生した１９７０ － ８０年の

期間を除けば，傾向として，経済成長に伴い，第

一次産業と第二次産業の産品価格が相対的に低下

し，労働要素価格の上昇により第三次産業の価格

が相対的に上昇することになる。したがって，全

体として，中間財性格産業の価格が相対的に低下

し，最終財性格産業の価格が相対的に上昇する。

　その結果として，経済成長に伴い，シングルデ

フレーション法から算出される実質経済成長率は

過大評価になる可能性があることが示唆される。　

《注》

    ＊  本稿は平成２７年文部科学省科学研究費（基盤研究

C）「中国 GDP 統計に関する現状と課題 ―日本との

比較―（代表者：埼玉大学・李潔）」（課題番号

２３５３０２４７）による研究の一部である。

　　第２節のダブルデフレーション法とシングルデフ

レーション法との大小関係についての理論的考察

は，筆者のゼミでの議論に触発され，考案したもの

であり，ここでまず，ゼミ生に感謝したい。また，

この内容を経済統計学会関東支部２０１４年１２月例会

に報告した際に，東京農工大学吉田央氏から貴重な

コメントをいただき，さらに，本論文をまとめる際

に，日本貿易振興機構アジア経済研究所黒子正人氏

から数式のチェックを含め，多くの修正意見をいた

だいた。ここで感謝の意を記する。当然ながら，な

お残りうる誤謬はすべて筆者の責任である。

（１）たとえば，「ダブルデフレーション法は理論的に

良いが，しかしその推計結果は産出数量と中間消費

数量という両系列の測定誤差の影響を受ける。……

差額としての付加価値は２つのはるかに大きい数

字に比べ，わずかであり，それを極端に誤差に敏感

にしてしまう（２００８SNA，１５.１３４段）」，また，「シ

ングルインディケーター法（バイアスをもつ結果を

もたらす可能性がある）が採用されるべきか，ある

いはダブルデフレーション法（不安定な結果をもた

らす可能性がある）が採用されるべきかという選択

は，判断に基づくものでなければならない。すべて

の産業について同じ方法を採用する必要はない

（２００８SNA，１５.１３４段）」を参照。

（２）日本実質 GDP の推計方法については，内閣府経

済社会総合研究所（２０１２）を参照。しかしながら，

新 SNA 移行後に，GDP の長期遡及推計において

は，産業部門によって実質付加価値がマイナスに

なる問題が，広田（１９９４）や広田（１９９７）によって

提起され，とくに基準時点と大きく離れる場合には

ダブルデフレ－ションによる実質付加価値の算定

に不備があることが指摘された。

（３）中国実質 GDP の推計方法については，中国国家

統計局（２００３），中国国家統計局（２００８）と李（２０１３）

を参照。

（４）李（２０１３）では，日本の接続産業連関表を用いて，

ダブルデフレーション法とシングルデフレーショ

ン法の比較検証を行い，日本の経験則からシングル

デフレーション法によって算出される実質付加価

値は過大評価になる可能性があることを指摘した

が，その際に過大評価あるいは過小評価の仕組みが

不明であった。ここでは第２節の考察結論を用いて

再検証を試みる。
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《Summary》

                                     
Validation of double deflation and single deflation for 

value-added using Japan ’ s I- O Tables
                                   

Li, Jie
                                     

　As a quantitative measure of value added, the double deflation method needs detailed input-output 

tables and precise price indices. In SNA, an approach using single deflation has been recommended as 

an alternative. The former approach is applied in Japan, the latter in China.

　First, using an input-output framework, this paper describes how the two methods diverge due to 

the different changes in price between intermediate goods industries and final goods industries. It 

shows that estimates using single deflation are lower when prices in intermediate goods industries 

experience relatively large increases, and are higher when the opposite is the case. 

　Using Japan ’ s 1960-1970-1980-1990-2000 input-output tables on fixed prices, this paper then makes a 

detailed comparison of the two methods. The comparison shows that, except during the 1970s oil shock, 

alongside economic growth, the prices in Japan ’ s intermediate goods industries may have fallen 

somewhat, while the prices in its final goods industries rose. Therefore, a nation ’ s growth rate, when 

measured using the single deflation method, is overestimated.

Keywords: SNA, input-output table, real value added, economic growth rate, double deflation, 

                   single deflation


